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【事務局】  それでは、時間がまいりましたので、ただいまから国土交通省独立行政法

人評価委員会建築研究所分科会を始めさせていただきます。 

 まず、お手元の議事次第をご覧ください。本日の議事は３つほどございますが、特に（３）

次期中期目標（案）・中期計画（素案）についてというところを中心にご議論を賜ればと存

じます。 

 資料の確認でございますが、お手元の資料、議事次第、委員名簿の次に配付資料一覧と

いうものをつけさせていただいております。資料１から４、それから参考資料１から４－

２ということでございます。過不足等ございましたら、その時点で事務局にお申しつけく

ださい。 

 本日は、高山委員、三井所委員がご都合によりご欠席をされております。それから、小

林委員は遅れて出席されるとご連絡をちょうだいしているところでございます。 

 以上、委員のうち、現時点で５名、小林委員がご出席された段階で６名ご出席というこ

とでございますので、国土交通省独立行政法人評価委員会令に規定する定足数であります

過半数の出席要件を満たしておりますことをここにご報告させていただきます。 

 次に、議事を始める前に、佐藤技術調査課長よりごあいさつをさせていただきます。 

【佐藤課長】  ご紹介いただきました国土交通省大臣官房技術調査課長の佐藤でござい

ます。 

 本分科会の開催にあたり、一言ごあいさつを申し上げます。 

 委員の皆様方には、日頃より国土交通行政につきまして大変なご支援、ご協力を賜り、

また、本日は大変お忙しい中、また気候も大分寒い中、お集まりいただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 さて、独立行政法人につきましては、中期目標期間の終了時において、組織・業務全般

について検討し、所要の措置を講ずること、これが独立行政法人通則法に定められており

ます。また、平成１５年の閣議決定におきましても、終了時に組織・業務の見直しを実施

するようにと規定されております。建築研究所につきましても、研究業務等の重点化・効

率化、それと役職員の非公務員化と、この２つの点を内容といたしました見直し案が、昨

年の１２月に行政改革推進本部において決定されております。これに基づきまして、役職

員の非公務員化等のため、建築研究所法等の改正案を今国会に提出させていただいたとこ

ろでございます。 

 本日の主な議題は、今、司会のほうから申し上げました、昨年来のこの見直し案を踏ま
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えた平成１８年度を初年度とする５カ年に対しての大臣が建築研究所に指示する中期目標

の案、これを今日お示しさせていただいております。また、この中期目標を達成するため

に研究所がいかなる措置をとるかを示した中期計画の素案、これについてご議論いただき

たいと思っております。独立行政法人が所期の目的を達するためには、そして成果を上げ

るためには、的確な中期目標と中期計画を設定することが極めて重要であると認識してお

ります。 

 委員の皆様方におかれましては、忌憚のないご意見をいただきたいというふうに感じて

おります。 

 最後になりましたが、皆様方のご意見を踏まえ、的確な計画目標づくりに邁進していき

たいと考えております。本日はどうかよろしくお願いいたします。 

【事務局】  それでは、これからの進行を委員にお願いしたいと思います。よろしくお

願いします。 

【委員】  それでは、進めさせていただきます。 

 ３つございます議題の最初、次期中期目標・中期計画の策定の進め方について、最初に

事務局から説明をお願いいたします。 

【事務局】  それでは、お手元の資料１、それから資料２によりましてご説明をさせて

いただきたいと思います。 

 資料１、Ａ４横の図が書いてある１枚紙でございます。まず、本日ご議論賜ります中期

目標・中期計画の策定の進め方ということで、もう既に十分ご承知かと思いますが、改め

て確認をさせていただきたいと思います。 

 まず１つは、中期目標の策定ということでございますが、中ほどに国土交通大臣（主務

大臣）ということでございますが、中期目標の策定をするにあたっては、独立行政法人評

価委員会に意見聴取をして、意見を踏まえ、中期目標を策定し、独立行政法人建築研究所

に指示をすると、こういう段取りになっているところでございます。 

 それを受けまして、一番左側、建築研究所では、中期目標を受けて中期計画を策定し、

これを主務大臣である国土交通大臣に申請し、それを今度また独立行政法人の評価委員会

にお諮りいたしまして、意見をお伺いして認可をしていくと、こうい段取りになっている

ところでございます。 

 本日の議論の中心は、この一番上の中期目標というところにかかわるわけでございます

が、評価委員会分科会へご意見を聴取すると、こういうことでございます。あわせて、中
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期計画も、本来、中期目標を受理してから計画を策定するということでございますが、素

案という形で本日資料をつけさせていただいておりますので、ご議論を賜ればということ

でございます。 

 引き続きまして、資料２、スケジュールでございます。今年度で中期目標・中期計画の

期間が切れるということで、４月から新しい中期目標・中期計画の期間になるわけでござ

いますが、１１月から評価委員会等ございまして、１２月には行政改革推進本部で、１７

年度に中期目標の期間が終了する独立行政法人の見直しについての行政改革推進本部決定

がされ、閣議決定という形で行政改革の重要方針として示されているところでございます。 

 これに関連して、先ほどございましたとおり、独立行政法人に係る改革を推進するため

の国土交通省関係法律の整備に関する法律案というものが、現在、国会に提出されている

ということでございます。本日２月６日、建築研究所分科会ということで、中期目標・中

期計画素案について意見をお伺いするわけでございますけれども、今後の流れとしては、

財務大臣協議を経て大臣指示、そして中期計画を建築研究所からいただいて、またそれを

協議し、大臣認可をすると、こういう段取りでございます。 

 ただ、現在、法案提出中ということもございまして、本来であれば、次期中期目標期間

が始まる１カ月前にこの中期目標を大臣指示しなくてはいけないということで、２月末ま

でに大臣指示をするというのが通例でございますけれども、現在、法案をかけているとい

うことがございますので、この辺、タイミングをどうするかということを関係省庁と調整

しているところでございます。場合によっては、法案の関係もございまして、２月中には

出せないということで、法案が成立した後に直ちに指示をするという運びになる可能性も

ございますことをつけ加えさせていただきます。いずれにいたしましても、２月末に出す

というスケジュールで進めていけるように、本日、この中期目標に関してはご意見を賜っ

て、固めていきたいと思っているところでございます。 

 今後の流れということは、以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 今の資料１、２につきまして、何かご質問か、あるいはご意見ございましょうか。よろ

しゅうございますか。復習と現状のご報告であります。 

 それでは、次の議題にいきたいと思います。 

 中期目標期間の終了に伴いまして、独立行政法人の見直しというのがございます。これ

について、事務局からご説明をまずしてください。 
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【事務局】  お手元の資料３、Ａ４の縦紙のものでご説明をさせていただきます。 

 まず１．で、これまでの経緯ということでございますが、（１）にありますとおり、中期

目標・中期計画を策定して業務運営をしていく。今年度終了ということでございますので、

新しい中期目標・中期計画を策定していくという段取りになっているところでございます。 

 （２）でございますが、この独立行政法人の組織・業務の見直しにつきましては、公務

員型、非公務員型という独立行政法人があるわけですが、公務員型の独立行政法人は、そ

の業務を国家公務員の身分を有しない者が担う場合にどのような問題が生じるのかを具体

的かつ明確に説明できない場合は、非公務員によって業務を実施するものとされたところ

でございます。 

 ３ページ目に、平成１５年８月１日に、このような形で閣議決定されたものの抜粋を添

付させていただいております。 

 建築研究所につきましては、平成１７年８月末に見直し素案を作成して、９月に政策評

価・独立行政法人評価委員会等によるヒアリングが行われました。これを受けまして、１

１月１４日に「研究業務等の重点化・効率化」、それから「役職員の非公務員化」を内容と

して「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」が出さ

れまして、１１月３０日に国土交通大臣が示した見直し案が１２月２４日には行政改革推

進本部の議を経て決定されたという流れになっているところでございます。 

 それで、（４）ということで、これを踏まえて、１月３１日に今の法律の改正案が国会に

提出されているということでございます。 

 ７ページと下に振ってあるところ、別紙２でございますが、１１月１４日に政策評価・

独立行政法人評価委員会から大臣に「勧告の方向性について」が示されました。それで、

指摘事項として、別紙のとおりということで、９ページに、建築研究所ほか独立行政法人

について、勧告の方向性が具体的に示されておりまして、ここの第１で、１．研究業務等

の重点化・効率化の２行目でございますが、「次期中期目標等において、国の政策目標にお

ける法人の任務の位置づけ、国・民間等と法人の役割分担など、各法人が担う任務・役割

を明確にするとともに、その任務・役割との関係を踏まえた研究業務等の重点化や効率化

に向けた取り組みを明記するものとする。その際、目標達成度の厳格かつ客観的な評価に

資するよう、達成すべき内容や水準をできる限り具体的かつ定量的に示すものとする」と、

こういうふうに勧告の方向性が示されております。 

 それから、１０ページ目、第２で、非公務員による事務及び事業の実施ということで、
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「建築研究所の事務及び事業については、国に加え大学、民間等と人事交流などの連携を

促進し、より一層の成果を上げる観点から、非公務員が担うものとする」と、こういう方

向性が出されたところでございます。 

 この１１月１４日の勧告の方向性を踏まえまして、１３ページに建築研究所等独立行政

法人の見直し案ということで、国土交通省から評価委員会に見直し案を提出しております。

書かれている第１の研究業務等の重点化・効率化、それから非公務員による事務及び事業

の実施につきましては、勧告の方向性に書かれたものをなぞるような形での見直し案とい

うことにさせていただいているところでございます。 

 １４ページでございます。これを受けまして、１２月１２日に、政策評価・独立行政法

人評価委員会から行政改革推進本部長である内閣総理大臣に、この見直し案に対しての意

見というものが出されておりまして、５行目ぐらいでございますが、「おおむね沿っている

ものと考える」ということで、「勧告の方向性の趣旨を最大限生かしていただくとともに、

中期目標を期間中に達成すべき水準をできる限り定量的・具体的に定めた中期目標及び中

期計画としていただくことを要請する」と、こういうようなことになっております。 

 これを受けまして、１１ページ、行政改革推進本部決定ということで、国土交通省の見

直し案について、これを了解するという形で決定がなされたということでございます。 

 話が非常にややこしくなっておりますが、２ページにお戻りいただきまして、このよう

なプロセスを経て出ました見直し案の概要というのが、先ほどご説明したとおり、研究業

務の重点化・効率化、それから非公務員による事務、事業の実施ということで、こういっ

た内容について、きちんと中期目標・中期計画に盛り込むようにと、こういうことになっ

ているということでございます。 

 なお、２ページの（４）の上のところに注釈を２つほどで入れておりますが、１つ目は

フォローアップということで、勧告の方向性の指摘に沿っているかどうかをフォローアッ

プする際の視点というものが出されておりまして、これを別紙５につけさせていただいて

おります。 

 それから、※２として、１２月２４日に「行政改革の重要方針」が出ているわけですが、

この中で、独立行政法人については、今後５年間で５％以上の人件費削減等を行うことを

基本とした取り組みを行うことが盛り込まれております。 

 別紙６でございますけれども、１９ページ以降に関連する部分を抜粋させていただいて

おります。１９ページの２のところに独立行政法人、公営競技関係法人、その他政府関係
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法人の見直しという項がございますが、これの（１）独立行政法人の組織・業務全般の見

直し等というところでは、今ご説明したような内容のことについて書かれてございます。 

 それから、②のところで、非公務員化の話がございまして、この下に、これら法人の新

たな中期目標についてはということで、これも先ほど来ご説明しているような趣旨が書か

れているということでございます。 

 それから、人件費のところにつきましては、２１ページの下のその他公的部門の見直し

のところから、２２ページにかけてでございます。２２ページのところで、（イ）として、

「今後５年間で５％以上の人件費の削減を行うことを基本とする」と、こういう書かれ方

でございます。 

 以上でございます。 

【委員】  いかがでございましょうか。この建研の見直し案の内容というのは２項目で、

これはおおむね沿ってと言ったけど、言われたとおり、そのままですよね。 

【事務局】  そうです。 

【委員】  内容についての１つは非公務員化の話でございます。よろしゅうございます

でしょうか。もう一つは、役割を明確にしろということと、できるだけ最終の結果がわか

るように、定量的に示しなさいというようなご指示でございます。 

 それでは、今日の主たる議題であります、３つ目の次期中期目標、これについては案で

ございます。それから、その後つくるべき中期計画につきましては素案となっております

が、この２つについてご審議をいただきます。 

 まず、事務局から説明をしてください。 

【事務局】  お手元の資料４、建築研究所次期中期目標（案）の新旧対照表というＡ４

の横で、赤字が入ったものでございます。これでご説明させていただきたいと思います。 

 新旧対照表にしておりまして、右側が現行の中期目標、左が次期中期目標（案）という

ことでございます。赤字の部分が従前のものに変更があったところでございます。 

 冒頭、前振りでございますけれども、新しく今回の閣議決定等の視点を踏まえまして、

研究所の中期計画において具体的に任務の達成すべき内容及び水準を示すとともに、国・

民間等との的確な役割分担を明確にし、独立行政法人として真に担う事務及び事業に特

化・重点化すること。 

 また、非公務員によって業務を実施することにより、国に加え大学、民間等との人事交

流などの連携を促進し、より一層の成果を上げるよう努めるものとするということをまず
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前段にうたわさせていただいております。 

 それから、目標の期間は、１８年度から２２年度の５年間ということでございます。 

 その次、２．として、国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

事項ということで、基本方針に、この建築研究所は研究機関でございますので、政府の計

画である科学技術基本計画、国土交通省の計画である国土交通省技術計画等の科学技術に

関する基本計画、さらに国家的・社会的ニーズを踏まえた研究、技術の開発、それから将

来の発展の可能性が想定される基盤的な研究を行って社会への還元を果たすということを

明記させていただいたということでございます。 

 その際の視点として、民間にできることは民間に委ねるという視点。それからもう一つ

は国との関わり合いということでございますけれども、国の政策目標に対する役割を果た

すため、国が実施する行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映可能な研究開発を

するということで、公的機関として期待される研究開発課題の設定プロセスを示しなさい

ということを書かさせていただいております。これは閣議決定の中で、民間、国との役割

分担、それから研究所が担う役割、任務といったところを明確にしなさいという話もござ

いますので、そこについて、まず基本方針で触れているところでございます。 

 その下に、重点的・集中的な対応ということで、具体的な研究開発課題を挙げているわ

けでございますが、１つの目標として、重点的に行う、いわゆる重点分野で行う総研究費

のウエートを、現行計画６０％ということでございましたが、これを７０％にさせていた

だいております。 

 それから、１枚おめくりいただきまして、３ページ目でございますが、４つほど重点的

な研究領域というものを示させていただいています。１つが安全・安心で質の高い社会と

生活の実現ということで、防災、犯罪、それから有害化学物質による汚染等の問題という

ことでございます。 

 それから２つ目が、持続的発展が可能な社会と生活の実現ということで、建築・都市分

野における省エネルギー、省資源、廃棄物再利用といった視点の研究開発。 

 それから３つ目に、社会の構造変化に対応する建築・都市の再構築ということで、人口

減少社会が到来する少子高齢化という中で、環境との共生も図っていく。社会・経済構造

も大きく変わるという中での建築・都市のあり方は、どういう形がいいのかということの

研究開発でございます。 

 それから４つ目が、情報化技術・ツールの活用による建築生産の合理化と消費者選択の
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支援ということで、建築生産全体に関する合理化、消費者保護といった視点を、情報化技

術・ツールというものを活用してやっていくという、４つのこの領域を重点的領域として

掲げさせていただいているところでございます。 

 それから、②として、基礎的・先導的な技術開発、そういったものについて触れさせて

いただいているところでございます。 

 それから、（２）他の研究機関との連携ということでございます。従来からもやってきて

いるわけですが、この非公務員化ということもございます。さらに、共同研究というもの

も、異分野との交流ということも必要になってきている時代でございます。そういった観

点から、幅広い視点に立って進めて、非公務員化のメリットというものを生かした人事交

流等を効果的に実施して成果を上げるということを書かさせていただいているところでご

ざいます。 

 それから、（３）競争的研究資金等外部資金の活用。従来は、５ページのところの２．の

（２）のところに１行入れていたのですが、今後、競争的資金も積極的に活用してポテン

シャルを上げていかなくてはいけないということで、項立てさせていただいております。 

 それから、技術の指導、研究成果等の普及ということでございます。ここも、従来１つ

の項目だったのですが、指導のところと研究成果等の普及を分けさせていただきまして、

特に研究成果等の普及については、国の行う行政施策の立案や技術基準の策定等というこ

とも十分意識し、また一方で、研究成果の国民への還元ということも意識して、広く使っ

ていただけるような成果の普及を図るということを書かさせていただいているところでご

ざいます。 

 それから、５ページ目、国際貢献でございます。地震工学に対する研修、それから国際

協力活動ということで、これまでも地震工学に関する研修をやって成果を上げてきている

ところでございますけれども、さらにこれを伸ばしまして、世界共通の課題解決に貢献す

る研究開発、協力、それから国際基準化、そういったところについてきちんとやりましょ

ういうことを書かさせていただいております。 

 ３．業務運営の効率化に関する事項ということでございますが、新しい話として、研究

者業績評価システムの構築ということで、研究者個々に対する業績評価システムというも

のを整えましょうということを加えさせていただきました。社会・国民への研究成果の還

元ということが一番大事な点でありますが、事後評価等を行っておりますけれども、これ

を踏まえて、その後の研究開発に生かす。いわゆるＰＤＣＡをきちんと回していくという
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ことを明記させていただきました。 

 業務運営全体の効率化でございます。６ページ目になりますが、一般管理費、業務経費

等々の削減のお話でございます。特に、運営費交付金を充当して行う事業については、以

下のとおりとすることということで、一般管理費について、今計画、今目標期間の最終年

度に対して、新しい中期目標期間の最終年度までに削減することという表現にさせていた

だいておりますが、ここにつきましては、具体的な目標等を明示しろというお話もござい

ますので、より具体化する方向で、現在、調整を図っているところということで、本分科

会に対しましても、申しわけございませんが、ペンディングという形になっておりますけ

れども、削減することということで示させていただいているところでございます。 

 それから、施設、設備等の効率的利用。今回、非公務員化ということもございまして、

大学、民間企業等との人事交流等もございますけれども、こういった施設、設備について

も、積極的に共同利用しようということで、そこを明記させていただいたということでご

ざいます。 

 それから、７ページ目でございます、人事に関する事項。冒頭のところにも記載させて

いただきましたが、非公務員化というメリットを最大限生かすという観点から、人事交流

の促進ということでございます。 

 それから、人件費につきましては、先ほどご説明させていただきました行政改革の重要

方針というものもございます。これを踏まえた形で取り組みをしていくということでござ

いまして、ここについては、先ほどの経費のところと同じでございますけれども、本日、

パーセントをお示しできる段階になっておりませんで、人件費削減の取り組みを行うこと

ということで止めさせていただいておりますが、この辺についてもご議論を賜ればと思っ

ているところでございます。 

 以上、ちょっと端折ったご説明でありましたけれども、新しい中期目標（案）をこのよ

うにしてはどうかという案とさせていただいたところでございます。 

【事務局】  続きまして、中期計画（素案）の説明をさせていただきます。参考資料の

４－１をお願いいたします。横長で１５ページの資料でございます。 

 次期中期目標と中期計画を比較する形になってございまして、左側が中期目標、右が中

期計画です。かつ、表記の仕方といたしまして、新旧対照ではありません。現行計画に見

え消しの形で書かせていただいています。二重線で消えているところが現行計画から削除

した部分、それから赤い字が新たに書き足した部分ということでご理解いただきたいと思
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います。主に右側の中期計画の（素案）についてご説明させていただきたいと思います。 

 先ほどからお話がありますように、中期計画は中期目標ができ上がってから本来つくる

ものでありますけれども、中期目標の案をベースといたしまして、素案の形で今回お示し

するものでございます。 

 １ページ目は、特に中期計画は変更ございませんので、２ページ目をお願いしたいと思

います。 

 まず、研究開発の基本方針でございますが、先ほどの目標のご説明で、従来よりもかな

り充実した書きぶりになったということを踏まえまして、計画でもしっかりと基本方針を

書き込むということで整理しております。 

 まず、２ページ目の赤い字の上のほうからですけれども、基本方針として、第一にとい

うことで、さまざまな技術系の計画をベースとして、政策ニーズの動向等を踏まえた重要

な研究開発に重点的かつ集中的に取り組むということをうたっております。 

 それから、２点目におきましては、研究開発課題を設定するときの考え方ですけれども、

大臣から示されたア）からエ）の、領域と申しますか、目標がありましたけれども、それ

ぞれにつきまして、技術的な課題領域と研究開発目標を選定し、研究については、必要性、

目的等を十分考慮した上で課題を立案する。課題の実施に当たりましては、研究者を集結

して、予算を集中的に投入するということで、従来よりも大型のしっかりした構成を持っ

た課題設定とするというふうに考えております。 

 それから、第三の部分ですけれども、ここには、国・民間との役割分担を意識して、ど

のような研究開発に建研として取り組むかということを書かせていただいております。第

三のところの３行目あたりからですけれども、国が行います政策立案や技術基準の策定を

下支えする研究開発でありますとか、民間の技術開発を誘導・促進するための研究開発、

優れた技術の市場化を促すための新技術に関する評価方法、性能試験方法、こういったも

のの技術開発。さらに、一般的な技術水準の向上でありますとか、消費者保護に資する様々

な研究開発、こういったものを独立行政法人としての中立・公正な立場を生かして実施す

るということを書かさせていただいております。 

 それから、第四にということでは、萌芽的研究でありますとか、基礎的研究等のいわゆ

る基盤的研究、これについてもしっかりと計画的にやっていくということを書かせていた

だいています。 

 この４つの項目で研究開発の基本方針を設定させていただいたわけでございます。 
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 それから、３ページにいっていただきまして、①のところ、真ん中あたりですけれども、

ここは社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応ということで、重点的研究開発課

題の設定について書いたところでございます。 

 真ん中ちょっと下あたりの赤い字でございますけれども、下記ア）からエ）に示す技術

的な課題認識に基づきということで、４ページをご覧いただけますでしょうか。左のほう

が目標ですけれども、先ほどご説明いたしましたア）からエ）のそれぞれの項目に対して、

さらに詳しく、技術的な課題認識ということで、どういったところを研究対象として考え

ていくのかといった説明を、それぞれ若干字数を割いて示しているところでございます。 

 また３ページにお戻りいただきますと、そういうそれぞれの項目ごとに設定いたします

技術的課題領域、研究開発目標を示し、さらにそれを絞り込んで研究課題を定めていくと

いう流れを考えてございます。 

 具体的には、参考資料４－２をお願いできますでしょうか。縦長の表でございます。中

期計画の別表－１というものになります。こちらを見ていただきますと、表の形になって

ございますが、まずア）の「安全・安心で質の高い社会と生活を実現する研究開発」とい

う目標の中に、左の欄ですけれども、技術的課題領域と研究開発目標、４つ設定してござ

います。１つ目が大規模地震等の巨大災害に対応する、２つ目が防耐火技術と市街地火災

に対応するもの、次のページにいっていただきまして、３つ目が中小規模の地震や風、４

つ目が防犯でありますとか建築内事故の防止と、こういった４つの切り口で、それぞれ、

その右の欄でありますけれども、課題領域と研究開発の目標に合わせて、その中で特に建

築研究所として行うべき研究開発課題、具体的な課題をそれぞれ設定しているところでご

ざいます。 

 大規模地震と巨大災害につきましては２項目あります。それぞれの課題につきましても、

字数はあまり多くありませんけれども、課題を設定いたしました目的、背景等の考え方を

書くとともに、具体的な研究内容までこの表の中に記述するという方針で整理してござい

ます。 

 以下、２ページの下からは、イ）の「持続的発展が可能な社会と生活を実現する研究開

発」ということで、技術的課題領域と研究開発目標を３項目、省エネルギー関係、ヒート

アイランド、それから廃棄物とストック再生、こういった課題を選んでおります。 

 それから、ウ）の「社会の構造変化に対応する建築・都市の再構築を推進する研究開発」

といたしましては、これも技術的課題領域と研究開発目標を３項目、人口減少・少子高齢
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化対応した都市・市街地の再構築というテーマ、２つ目が中古住宅市場の活性化のテーマ、

３つ目が地域の伝統建築を保全するといったテーマを選んでおります。 

 それから、最後のエ）でございますが、「情報化技術・ツール等を活用した生産合理化、

消費者選択の研究開発」ですけれども、これにつきましては、技術的課題領域と研究開発

目標として、高度情報化技術の利活用の話が１つ、２つ目が消費者のための情報提供シス

テムの構築といったテーマ、３つ目が性能試験・評価技術の体系化というテーマ。それぞ

れの目標を設定し、課題を置いている。右側の課題、現時点、全部で１８の課題を設定し

てございます。従来の課題に比べてかなり数を絞り込んだ形になっているところでござい

ます。 

 ご参考までに、資料の一番最後に、資料番号を振っておりませんが、１枚紙があるかと

思います。どのように重点化をしていったかということのイメージを掴んでいただくため

の絵でございますけれども、全体の点線で囲っている四角が技術的課題領域といたします

と、いろいろな切り口で絞り込んでいくということです。 

 一番上にありますのが、まず視点①ということで、社会的要請は強いか。政策ニーズで

ありますとか、緊急性の高さといったもので絞り込んでいく。左のほうからは、独法とし

てやるべきこと、すなわち民間で担うべきではないもの、民間でできないものといった視

点で絞り込んでいく。下からは、公的機関としての期待される取り組みであるかどうか、

政策の立案等にちゃんと下支えとして寄与するものであるか、消費者の保護に寄与するも

のであるか、こういった視点で絞り込んでいく。さらに右からは、研究にかかる費用が効

果的であるか、効果的効率的研究かといった視点で絞り込む。さまざまな角度から絞り込

んできて、先ほど言った、現時点で１８の課題になっているということでございます。 

 ちょっと長くなりましたので、少しスピードを上げないといけない状況ですけれども、

研究課題につきましては、以上のような状況でございます。 

 ６ページをお願いいたします。６ページの下のほう、（２）でございますけれども、まず

共同研究に関してでございます。従来以上に、特に民間研究機関等との共同研究を進めて

いこうということで、７ページをお願いします。 

 ７ページ２行目にございますが、建築研究開発コンソーシアム、これは建研が４年前に

中心となってつくった組織でございます。建築住宅関係以外も含めて百数十社の企業が集

まって情報交換しながら共同研究を進めていく組織でありますけれども、この組織も活用

しながら共同研究を進めていきたいということを述べてございます。 
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 その少し下に赤字で４０とございますが、現行計画では、数値目標として年間３０件の

共同研究件数を考えてございましたが、数を増やしまして、４０件を目標とするというこ

とにしたいと思っております。 

 次の②研究者の交流であります。これにつきましても、非公務員型のメリットを生かす

ということで、下のほうに２つ数字が出ておりますけれども、国内では大学や民間の研究

機関等から毎年２０名程度の研究者の受け入れ、海外からも毎年１５名程度の受け入れを

したいと考えております。 

 それから、次の競争的研究資金等外部資金の活用ですけれども、これにつきましては、

従来以上に積極的に、なおかつ、下から２行目あたりに書いてございますが、戦略的な申

請という表現をとっておりますけれども、組織として必要なところを整理して、ねらった

ところはちゃんと取れるように、そういうことを考えながら対応してまいりたいというこ

とを表記してございます。 

 それから、次の８ページをお願いいたします。（５）研究成果等の普及の項目でございま

す。その下の①研究成果の普及でございます。赤い字で書いてございますが、従来は数値

目標として毎年１回の成果発表会のみでございましたが、今回の表現といたしましては、

成果発表会をはじめといたしまして、講演会、セミナー、展示会への参加、さらには国際

会議等々含めて、いろいろな機会を合わせて毎年度１０回以上研究成果の発表という視点

で行うもの、１０回以上という新たな目標にしているところでございます。 

 それから、次のページをお願いいたします。同じく成果の広範な普及の中ですけれども、

ホームページにつきまして、コンテンツを充実すること等を考えております。その結果と

して、５行目あたりにございますが、毎年度３００万件以上のアクセス件数を目指すとい

うことを目標として掲げさせていただいております。 

 さらに、その下に２行ほど書いてございますけれども、研究所の研究内容や成果をわか

りやすく解説した広報誌を発行しようということも計画として書かせていただいておりま

す。 

 さらに、その後の字を消したところの次の行ですけれども、研究施設の公開日につきま

しても、従来、毎年１回であったものを、２回ということで、目標の設定を変えたところ

でございます。 

 それから、次の②でございます。論文発表の関係ですけれども、これにつきましては、

その下の赤い字のところにありますが、査読付き論文の発信量につきまして、公的研究機
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関としての成果の発信水準を確保という観点で、毎年度６０報以上を、研究者１人当たり

１報以上という感じになりますけれども、それを目標として設定したいと考えております。 

 それから、次の１０ページをお願いいたします。③成果の国際的な普及ですけれども、

これにつきましては、英文のホームページを充実することでありますとか、海外からの研

究者の受け入れ、研究者の海外への派遣を積極的に推進するといったあたりを記載してご

ざいます。 

 それから、次の④が、これは全く新しく追加した項目でございます。建築物内の地震動

観測の推進ということでございまして、従来から建築研究所として取り組んでいるところ

でございますけれども、通常、地震動の観測といいますと、地面上で観測するものが普通

かと思いますが、建築研究所では、地面の揺れを受けた建物が実際にどう揺れたかという

ことの観測を継続してございまして、その観測データでありますとか、その分析結果等、

非常に貴重な資料ということで、今後、積極的に外部にも公開していくという方針のもと

で、きちっと計画の中で位置づけたいということから、こういう表記をとらせていただい

ております。 

 それから、（６）ですけれども、地震工学研修でございます。これにつきましては、数値

目標、従来は入っておりませんでしたけれども、毎年３０名以上の研修生ということで、

目標に入れております。それから、今年度の研修から研修修了者に修士号が授与できるこ

とになりましたので、それに伴うカリキュラムを充実するといったあたりを書かせていた

だいております。 

 それから、１０ページの一番最後の３行あたりからは、こういった研修活動に関連して、

地震学でありますとか、地震工学に関する研究もしっかり取り組むということを、これも

従来表記していなかったですけれども、今回からきちっと計画上位置づけたいということ

で書いております。 

 １１ページ、大きな２．業務運営の効率化の項目でございます。まず、組織の機動性の

確保につきましては、従来と同様でございますけれども、最後の２行に書いてございます。

さらなる運営効率化をねらいまして、最適な組織体制に向けて不断の見直しを図りながら、

研究支援部門の職員割合を引き下げるということを目標としようと考えております。 

 他の独法と比較いたしますと、若干、建築研究所の場合は研究者以外の職員の比率が高

いということがございまして、これを少し平均並みに近づけるといいますか、より研究者

の比率を高める方向で取り組んでまいりたいということでございます。 
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 それから、１２ページをお願いいたします。上のほうに赤い字の固まりがございます。

目標のほうでご説明がありましたけれども、個人評価システムを導入したいということで

書いてございます。きちっとした正当な評価をすることで、研究者がこれまで以上に意欲

を持って、しっかり能力を発揮してもらうという観点で、評価システムを導入したいと考

えてございます。 

 そのページ、真ん中あたり、業務運営の効率化につきましては、情報化・電子化であり

ますとか、②のアウトソーシング、従来以上にしっかりやっていきたいということで書い

てございます。 

 １３ページでございます。一般管理費、業務経費の節減につきましては、これは先ほど

の目標の説明と同じ表現とさせていただいております。ご説明がありましたように、財政

当局等との調整、協議をこれからするということもございまして、（Ｐ）の形で、こういう

表記にさせていただいております。 

 それから、次の１４ページです。ここも赤いところがあまりないですけれども、３番に

ございます予算関係の別表－２、３、４、それから下のほう、７番の（１）にあります施

設の改修計画、別表－５でございますけれども、いずれも予算に関係する話でございます

ので、現時点では資料としてはつけさせていただいておりません。 

 それから、１５ページでございます。人事に関する計画。これにつきましては、非公務

員化のメリットを最大限生かすということで、人事交流の促進ということをうたった上で、

人件費につきましては、これも先ほどの業務経費等と同じ理由で、現時点ではペンディン

グの状態の表記とさせていただいております。 

 ちょっと長くなりましたけれども、主要な変更点を中心としてご説明させていただきま

した。 

 以上です。 

【委員】  ありがとうございました。 

 事務局のご説明、以上でよろしいですね。 

【事務局】  はい。 

【委員】  それでは、今説明ありました資料４、それから参考資料４－１、４－２を中

心に、ご意見を賜りたいと思います。ご意見のいただき方は、全く計画はございませんの

で、どこからでも結構ですから、ひとつ手を挙げていただいて。主として今日は目標のほ

うを詰めたいと思いますので、ご意見を賜れれば幸いであります。よろしくお願いします。
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いかがでしょうか。 

【委員】  １つよろしいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  この次期の目標というのは、これから５年間ぐらいですから、社会の構造も

大分変わっていくだろうと、そういう時期にあると思うんですね。そうすると、建築研究

所が持っておられるミッション性というか、これが非常に世の中にとっては影響力がある

し、また、今後の建研の行く道だと思うんです。 

 それで、私は２つ思っているんですけど、１つは、最近の新聞で賑わしていますけれど

も、経済システムがどうも変わるんじゃないか。今まで何度も姉歯事件なり、ライブドア

事件とかというのは繰り返されてきているんですよね。そうすると、そういうのが、特に

建研の場合だったら技術の側面でというところもありますけれども、本省の政策とかとつ

なげて、どういうことがやれるのかと思うんですけど、結局のところ、今のままいくと、

あるところで断崖絶壁があるよと。そう思った途端に世の中のお金の回り方は凍り付いち

ゃうんですよね。だれも使わないですから。そうすると、お金って回るのがあって初めて

社会が成り立つわけで、それが止まるという事態は、えらいことになると。 

 それを止めるために建築技術で何をすべきかというと、結局、今の評価のあり方という

んですか、例えば耐震性について。大きく分けて３つぐらいでしょうか、私も素人でよく

わからないんですけれども。要するに、建基法並みの最低基準、命は守れるという。それ

から、中間的な、何か幅があるやつ。それからあと、想定される、これもまあいいかげん

かもしれないですけど、絶対的にでかい地震が来たときでもびくともしない、もうちょっ

とした補修で大丈夫と、こういう都市とか建築にするのか。この辺のところで、中間の存

在があるといろいろインチキが出てくるんですね。要するに、そうだと言っていて、実際

やってみたら、そうじゃないものができている。こういう仕組みを技術だとか制度の上で

どういうふうにチェックができるのかというのが非常に重要だと思うんです。単純な話だ

ったら、断崖絶壁をつくらないためには、絶対ぶっ壊れない建物にしておいたほうがいい。

ただ、研究者はそれは非常に不満だと思います。補強強度とかいろいろなことをやりまし

て、このぐらいだったら命は守れるよというようなことだとかありますから。 

 そうすると、ユーザーとの話し合いの中で、あるお金でそれをやっていくんだけど、そ

れに反することをやるやつが出てくるという仕組みもあるわけです。だから、そこのとこ

ろを建築研究所でどういうふうに考えられていくか。基本的には、政策大学院もあります
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から、そういう研究をしていただける方だとか、その技術的な部分について、そこをバッ

クにしていろいろ育てていかれるような、そういうことが非常に大事だなという感じがい

たします。 

 そうすると、この中期目標の中で、そういうイメージのことを、よく読むと入っている

とは思うんですが、具体的にどうするのか。抽象的には、環境だとか、安全だとか、サス

テナブルとか言うんですけれども、それの具体的なプロジェクトの中での反映というか、

それが１つ目なんです。 

 それからもう一つは、ちょっとこれは目先のことなんですが、コンソーシアムをつくっ

ても、入っていられる方のお話を伺いますと、やっぱり政策に反映してもらうということ

が建研の最大の魅力だと。だから、今までは何となく建築研究所も税金でやっているもの

だからいろいろ遠慮されているところがあるような気がするんですが、サービスの体系が

全く変わっていきますと、そんなことを言わないで、例えば半民ですけど、コンタクトポ

イントと建研と、それから国総研と本省と、あと政策大が入るのかもれしれない。そうい

う中で、こういうことをやっていけば、これは確かにいいことなんだから、将来は法にも

反映されて、皆さんの技術は生かされますよという見通しも立ててあげる。こういう連携

というんですか、そういう行政的なとか、民間をつなぐような、そのことを明示されると、

何をやっているのかなということを応募するほうもわかる。 

 それからあと、よく聞くんですけど、建研に今までの国費等を投入して、非常に立派な

施設がいっぱいあるんです。で、借りたいと言うけど、何となくやっぱり怖くて行けない

という人が結構いるんですよね。何しに来たなんて言われちゃうと。明確に言う人という

のはいないと思うけど。やっぱりそういうことを思ってみんな来ているんですね。そうす

ると、建研のほうから、よくいらっしゃいましたと。こういうことをやりたいと思うんだ

という提案に対して、そうですかというので、むしろ、人手はないんだけど、多少こうだ

よということを言ってもらったほうがいいだろう。逆に、あなたたちが来るのなら、人と

お金とあれも出しなさいとかと最初に言われちゃうと、なかなか行きにくい。でも、絶対

に政策に反映されるということが明らかだったら、もう喜んで行きます。その辺のところ

をもう少し明確にしてやっていかれたら、目先のことでは、建研の今後のやり方とサービ

ス面での改善があるのかなと思っています。 

 ちょっと長くなりましたが、以上です。 

【委員】  建研のほうから、今おっしゃったようなことが、例えばどこに入っているよ
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とか、どういうつもりだよとかいうのがありましたらご説明いただければと思います。 

【事務局】  今言われたこと、全部ということではないんですが、部分的には入ってい

ると思っております。例えば一番最初の大地震と、それから中小地震だけという二段構え

だけじゃないよと、今後は。そういう話は、資料４－２の別表のア）項目の２番目の○の

ところに、事業継続性とか、いわゆる大地震で倒壊するか、しないか、人命が失われるか

どうかという観点より少し手前のあたりの、地震が来ても小さな補修で継続的にその建物

の機能は発揮できますよ、そこで行っているさまざまな事業とかそういうものが継続でき

ますよというような耐震性の目標、新たな目標というのをつくって、それをどういうよう

にすれば実現するんだという研究をしていこうと、これが１つのお答えかなと思います。 

 それから、建築研究開発コンソーシアムでございますけど、ここの１つの特徴として、

おっしゃられたような政策支援といいますか、政策に直結して民間が自分たちの技術を市

場化できるとか、使ってもらえるというような部分というのは、確かにコンソーシアムの

大きな魅力の１つになっておりますので、そこは引き続き強化していければと考えており

ます。 

 それから、コンソーシアムというのは、大企業だけではなくて、中小、あるいはベンチ

ャー的な企業も入っておりまして、そういう面からのいろいろおもしろい活性化した場が

できるんじゃないかということで、その方面もまた期待しているわけであります。 

 それから、施設の貸し出し等でも、なるべく早い時期から来年度はどこが空いていると

いうのをお知らせすると同時に、ホームページ等で常にそういう情報を出して、気軽に使

っていただけるような環境を整えていきたいと思っております。 

 完全なお答えにはなっておりませんけど、幾つかそういうところで改善、努力をしてい

こうと思っております。いろいろご示唆、ありがとうございます。 

【委員】  先ほどの社会システムの変化みたいなものに見通した建築技術、建築生産シ

ステムの技術というか、研究というか、そういうのも意識はされているように僕は思って

いたんです。例えばウ）とか、ウ）の中身にはちょっとないけど、エ）の２番目とか、先

生がおっしゃっているのはそういう面ですよね。 

【事務局】  組織的に検討していくという体制が、今のところはちょっとまだやってお

りませんけど。 

【委員】  これは個人的意見なんですが、何となくＴＬＯ的なほうに偏っているような

感じもしますね。やっぱり建研は研究しなきゃならんと。だからイノベイティブで、世界



 -20-

的にも先駆的なことをやりたい。そういうことは大変なことですから、もし建研の皆さん

がそれになっていると、大学のあれと同じようなことになって、建研の持っている色彩と

は違う。だからいいかげんにやれというわけじゃないんですけど。 

 もう一つは、ＭＯＴというのがあるんですよね。既存技術をいかに社会に還元していく

か。それがあまりにも少ないわけですよ。これはどこの評価の場合も出てくる話なんです

けど。だから、今の技術をどう社会に出していったらいいかというところについても、さ

っきの長期的な問題と短期的な問題がございますけど、もうちょっと別の角度でまた動け

る。だから、６０報なんて言われると結構きついですよね、皆さん。これは別に、そこに

ほんとうに研究者の方が集中しなくても、協力で、コミュニケーションの中で生まれてく

るものが多いと思うんですよね。だから、それは、例えば１０やるうちの７ぐらいは研究

で、３ぐらいはＭＯＴでやるという、そういうことがあってもいいのかなとは思います。 

【事務局】  別表１の重点研究開発課題のやり方としては、外部と連携して、チームを

つくってという形で進めたいと思っていますし、建研の研究のかなりの部分は、自分自身

で新しいシーズをつくっていくという面よりは、むしろ既存のいろいろなものをうまく組

み合わせて新しい体系をつくるとか、そういう方向の研究もかなりウエートは高いと思っ

ていますので、重点的研究開発課題の中では、そういう形になると思います。 

【委員】  厳しいことを言うと、一言で言うと全く魅力を感じないんですね、要するに。

組織のあり方とか、あるいは物、人、金の効率化だとか、数値目標だとか、そういうこと

に重点を置いて展開されているような気がするんです。やっぱり建築研究所とか土木研究

所というところが求められているのは、僕は何度も言っているけれども、この２１世紀の、

さっき菅原先生はシステムというふうに言いましたけれども、２１世紀の社会とか、ある

いは国民のニーズが変わるときに、それを一体どうまともに受けとめて、それでプライオ

リティーをどうつけてやるかという、そこのコンセプトをきちんと出すということが最大

の魅力のある研究所のあり方だというふうに思います。 

 言葉では、環境の問題だとか、大規模災害だとか、いろいろなことが書いてあって、全

部読めばそういうことを書いてありますよというふうになるんだけれども、やっぱりプレ

ゼンテーションの仕方とか、人々に、ああ、建築研究所というのがあったほうがいいなと

思わせるためには、やっぱり魅力のあるプレゼンテーションをしなければ、そのうち建築

研と土木研は合併しろとか、そういう話になると思いますよ。だって、現実に、公的金融

機関、８つあったのが１つになるわけでしょう。ＪＩＣＡもＪＢＩＣもなくすというよう
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なことになってくる。これはもう次に間違いなく独立行政法人に来るし、それから、今や

大学だって合併する時代になってきているわけですね。だから、僕は、それぞれの組織が

効率化だとか、あるいは数値目標を出したり、人材をうまく使っていますよとか、そうい

うことをメーンにプレゼンテーションしても、存在意義というものは逆に問われちゃうん

じゃないかなと思います。 

 そして、ここに書かれている中身というのは、結局、政府がこういうふうに言っている

から、それを建築研究所なり土木研究所に引きおろすとこんな方針になりますよという、

やっぱり政府がまずあって、それをうまく種分けして書いているというふうに見えるわけ

です。 

 問題は、そういうことじゃなくて、今、２１世紀の社会や、経済や、いろいろなシステ

ムや、あるいは日本人のライフスタイルや、日本人の関心が変わるときに、それを一体建

築研究所とか土木研究所はどういうふうに受けとめて、そういう技術をどういうふうに提

供するかというところがまず第１に来ないと、僕は魅力を感じないんじゃないかなと思い

ます。 

 今何が問題になっているかと言ったら、もうこの半年間でぐるぐる変わっているわけで

しょう。ここには大規模災害だとかいろいろなことが書いてあるけれども、この半年間で

起こっていることは何ですか。結局、偽装マンションの問題であったり、東横インの問題

であったり、そういうようなことが突然降りかかってきて、国民はもうそこに大きな関心

を寄せ始めたわけです。それは何かと言えば、今までの社会のシステムというのは、そう

か、騙されていたのかとみんな思ったわけですよ。初めは、偽装マンションというのはほ

んの一部の人間がやったことだと思っていたけれども、そうじゃないということがわかっ

てきたわけですね。だって、大きなゼネコンは木村建設とかいろいろなところに丸投げし

ていたわけでしょう。ああ、ゼネコンも絡んでいたということがわかったわけですよ。そ

れから、東横インだって、本当はつくっておいて、それをまた後から図面を書きかえてい

るわけです。 

 今、住宅に関して言えば、一番大事なことというのは、マンションとか住宅というのは、

一生に１回、何千万円の最大の買い物をするわけですよ。そこで安全と安心と財産という

ものをみんなそこに注ぎ込むわけです。だけど、今までのそういう住宅の売り方だとか、

あるいは技術の安全性だとか、我々個人はそういうことに関して検証する手段も何も全く

持たなかったわけでしょう。我々は、車だとか、家電製品だとか、いろいろなものを買う
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ときには、全部自分で試して買うわけだし、だめだったら、これはおかしいよと言って保

証書を会社に持っていく。そして、企業は製造物責任をもってそれをなくすわけじゃない

ですか。 

 今、松下電器は、わずか数万台のガスヒーターで事故が起こったというので、それこそ、

去年の暮れからいまだにその回収に努めているわけでしょう。それは、その回収をしなけ

れば松下電器というのはもう生きていけないと。そのために、おそらく電気ヒーターで売

る金以上の金を使って、数百億円の金を使って全国民に郵便を出して回収しようとしてい

るわけです。つまり、一般の物を買うときというのは、製造物責任だとか、あるいは個人

個人がそれを確認して買えると、そういう世の中になっているわけです。 

 ところが、我々の公共建物だとか、あるいはマンションだとか、あるいは一戸建て住宅

もそうかもしれないけれども、一体あれを見て何を我々は点検できるのか。例えばマンシ

ョンの青田買いは普通はいけないと言われていると聞きますけれども、実際にはモデルル

ームを見て買うわけです。モデルルームって何かと言ったら、間取りとデザインがあるだ

けじゃないですか。そこで構造がどうなっているかとか、土台がどうなっているかとか、

そんなこと、我々は何もわからないわけですよ。だけれども、今までの社会システムの中

では、建築業者が日本で一番大事なものを売るときには、業者なり、あるいは建築確認制

度があって、検査機関なり、国の機関なりがそれはきちんとやってくれているだろう、そ

こで担保されているだろうと思うから、我々は何千万円というものを買うわけでしょう。

そして、今までも、ひび割れがあったりなんかすると、これは欠陥住宅なのかな、一部の

悪徳業者が、何か欠陥があったんだなと思ってきたわけです。 

 ところが、そうじゃなくて、それこそ、図面を故意に変えたり、耐震技術に合わないよ

うなものをつくっていた。初めは一部のものかと思ったら、大ゼネコンだってそういうと

ころに名義貸しをしていたというようなことがあると、今や根底からそういう問題が崩れ

かけてきています。だから、今ここに書いてある、国民の大規模災害に関することだとか、

防火だとか、いろいろなことを言っているけれども、そういうものに対して国民はものす

ごく敏感になってきているわけです。 

 では、そういうものを一体どうやったら国民の目から判断できるのか。それは品確法と

か、そういうのがいろいろあって、そして、さっきおっしゃっていたけれども、地震に関

しては震度５強で壊れちゃうとか、あるいは一部修繕すればできるとか、絶対安全だとか、

ある程度の技術があれば、そこから先は値段によって自分で選ばなければいけないけれど
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も、そういう最低基準さえ下回っているものが相当出回っていたということに対して、み

んな疑問を持っているわけです。 

 そうすると、一体そういうものは既存の技術やなんかでどういうふうに点検したらいい

のか。例えばマンションのモデルルームがあったら、構造計算というのはどういうふうに

なっているか。図面は全部そこで見せるように義務づけるとか、あるいは専門家がそこに

いて構造を説明するとか、あるいは買う人たちがだれかを雇って構造やなんかを全部調べ

るとか、あるいは中間検査とか、あるいは土台の検査とか、最終検査のときにも立ち会え

るようにするとか、何かそういうような方法を見せていくとか、そういうようにすること

が、おそらく今国民の求めているニーズなんじゃないかなと思います。それを一体だれが

やるのか。 

 今、社会資本整備審議会が制度のあり方とかそういうことをいろいろ確認しているかも

しれないけれども、例えば既存の技術の中で、僕はよく知りませんけれども、品確法とい

う中には９分野で３０項目ぐらいのそういうものがあるわけです。そういうものがあって、

我々は、例えば物を買うときに、車だったら安全基準ではこういうマークがついています

よとか、ＪＡＳ基準がついていますよとか、あるいは食品を買うときにはトレーサビリテ

ィーがあるとか、あるいはカロリーはこういうふうになっていますよなんていうことは当

たり前に表示するようになっているわけです。 

 だけど、例えば有名な建築、東京都だったら丹下さんがつくったとか、今度の同潤会ビ

ルは安藤さんがつくったとか、そういうことはわかるけれども、例えば学校だとか、公共

的な音楽ホールとかそういうのだって、何があったかわからないわけです。そして、海外

だとか、日本だって見ていると、突然、天井が崩れてけがをしたとか、そういうことがあ

るわけです。そういったときに、だれが設計したのか、だれが建築業者なのか、だれが売

り主なのか、そういうようなことを全部表示していって、トレーサビリティーができるよ

うにするとか、そういうようなことも含めた国民の関心にこたえるようなことも、僕はこ

ういう技術を持ったところがやっていくということが非常に大事なんじゃないかなと思い

ます。 

 それは、今や耐震の問題が非常に大きな問題になっているけれども、耐震だけじゃなく

て、例えばバリアフリーがどうなっているんだとか、騒音がどうなっているんだとか、シ

ックハウスがどうなっているんだとか、国民の関心がある問題というのは、９分野３０項

目かどうか知りませんけれども、それだって時代によって変わってくるわけです。アスベ
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ストの問題だって、５年前はあまりみんな知らなかったわけでしょう。去年、おととし、

わかってきたわけです。 

 だから、そういう意味で言うと、このスピードの時代というのは、時代の流れとか時代

の感性というのがどんどん変わっていく。それをきちんと受けとめて、それをプレゼンテ

ーションしていくということが、この中期目標であり、中期計画だろうと思います。 

 そうすると、これを見ていると、非常に網羅的で、重点的研究開発課題１８とありまし

たけれども、ここには細かいことがいろいろ書いてあるから、これをもっと国民のニーズ

に合うように。これがむしろ重点で出していくというようなことをしなければ、おそらく

この建築研というのは、こんなことを言ったら申しわけないけれども、数年のうちにどこ

かとどこかとどこかが合併しなさいという話になること間違いないですよ。公的金融機関

８つが、３年前、あんなものが合併するなんてだれも思っていないですよ。国際協力銀行

がなくなるなんてだれも思っていないですよ。それが今度の法案でなくなる可能性が出て

きたでしょう。まず、公的機関８つは１つになっちゃうわけです。今はその公的機関が独

立行政法人になったけど、次に来るのは間違いなく独立行政法人の合併ですよ。そういう

ことはおそらく二、三年のうちに来る可能性は非常に強いと思います。そのときに、こう

いうところが生き残るためには、やっぱり国民のニーズに合っているんだというようなこ

とをきちっと調べるということが大事だと思います。 

 それからもう一つ言えば、一体、民と官はどこが違うのかということです。官のほうが

技術が上なのか、民のほうが技術が上なのか、そこは僕はよくわからないですよ。今回の

検査確認とか確認検査を見ていると、どちらかといえば民のほうに検査する人たちのそう

いう技術があるようなことも言われているし、国とか、あるいは地方の自治体なんかは、

検査をする人がだんだんいなくなってくるから民に検査業務を委託したとも言われている

わけです。そうだとすると、民のほうが技術が進んでいるとすれば、じゃあ、残った官は

何をするのか。民というのは、効率だとかコストを安くしてやるということが中心だろう

と思うけれども、官というのは、都市景観をどうするとか、都市の住宅はどうあるべきだ

とか、もうちょっと大きなマクロ的な視点に立って、ここにも書いてあったけれども、今

後、国民が安全で居心地のいい生活をするようなまちづくりはどうしたらいいかとか、や

っぱり民が届かないような役割ってたくさんあると思います。そして、そういうことを提

案していくということが、建築研究所の大きな意味になってくるのではないのかなと思い

ます。 
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 だから、何となく民は民に任せる、そして官と民とが協力するという抽象論じゃなくて、

一体民にできないことは何で、官がやらなきゃいけないことは何なのか。６０年代、７０

年代は、公団住宅とか、ああいうことは、まさに官というか、公団がやることによって、

新しい日本人のライフスタイルを提案したわけだけれども、今はやっぱり変わってきてい

るんだろうと思うんです。そういうことをもっと真剣に考えないと、この研究所というも

のが、僕の４０年間もやってきたジャーナリストの直感から言えば、間違いなく５年以内

に再編合併になりますよ。そういうことを本気で考えておかないと、僕はだめになるんじ

ゃないかなと思います。 

 それから、全体に、これを読んでみると、効率的な論文だとか、評価システムとか、量

的な評価だとか、そういう形で、外に向かってそういう評価の仕方ばかりを考えているけ

れども、しかし、あまりそういうことばかりをやってしまうと、知的で、創造性が豊かで、

自由な雰囲気がなくなっちゃったら、ほんとうに豊かな創造ってできないんですよね、は

っきり言うと。だから、むしろそういう意味で言うと、民ではできないような大きな構想

力だとか、大きなデザインだとか、大きな都市のあり方だとか、さっき言った中古住宅の

問題だってものすごく大きな問題です。そういうようなシステムを考えるときに、１人論

文１個出さなきゃいかんよ、それを全部点数で評価していくよ、そういうようなちまちま

したことだけじゃなくて──それでもいいですよ。それもいいけれども、もう一つ、やっ

ぱり、民にはできない、ああ、いい構想力が出てきたな、ああ、そういうことを考えるの

は、さすが公的な機関だなというような、そういうことを考える余地というか、そういう

ことも考えておかないと、おそらくこのまま行ったら、次は５％じゃなくて１０％にしな

さいよと。多分、だんだんそういう外部的な評価の問題が大きくなって、どんどん縮小、

再生産に陥って、最終的には合併再編と、最終的には要らないという話になる可能性が強

いんじゃないかなと思います。 

 どうも勝手なことばかり言いましたけれども。 

【委員】  大変力強い応援だと僕は思うけど。 

【委員】  だから、もう少し、国民が何を考えているか、もっと肌で感じる感性という

か、そういうものが欲しいなという感じがしますよ。今の研究所はそういう感性が欠けて

いるんじゃないかなと。国がこういう方針を出したから、その方針を分解したら、うちは

こういうことをやればいいんだ、そういう発想になって、ほんとうの消費者ニーズという

ものをとらえていないんじゃないか。 
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 今、この失われた１５年間で再生した企業というのは、結局は国民が一体何を考えてい

るかということを商品化したり、システム化したり、まちづくりをやったりしたところが

伸びているわけです。今、コンビニに行って弁当とかデザートを買えばわかりますけれど

も、あそこには必ずカロリーだとか、成分だとか、そういうのが書いてある。それは何か

というと、国民がみんな健康志向になってきたんですね。今、女性に聞けばわかるけれど

も、今日はこういうデザートを食べたいなと思うけれども、買う前にぱっと見ると言うわ

けですよ。そこで、これは甘過ぎるとか、カロリーが多過ぎるといったら、今日は我慢し

て、翌日にすると。そういうニーズがあるから、みんなそういう成分やなんかを書くわけ

ですよね。そういう流れということを、やっぱりこういう研究所も、独自の方法なり何な

りを、あるいは新聞を読んでいたってそういうことがわかると思うんです。そういうこと

を取り入れることが大事なんじゃないかなと思います。 

【委員】  今言われたようなこと、やる気があるんでしょう。 

【事務局】  はい。 

【委員】  もうちょっと反論してくださいよ。 

【事務局】  幾つか表現しているものもあります。 

【委員】  書いてありますよ全部、見れば。それは書いてありますと言ったのでは、こ

の研究所はだめになりますよ、はっきり言うと。どういうふうにプレゼンを読んでいます

か。つまり、我々はどこに重点を置いているかということがわからないんだもの。だから、

こういう文章というのは、全部書いてあります、書いてありますということでしょう。そ

れはここに書いてありますよ、ここに書いてありますよ、それではだめなんです。 

 だって、この１５年間で言われたことは選択と集中じゃないですか。何を選択し、何に

集中するか。これ、すべて網羅的に書いてあるわけですよ。だから、その選択と集中とい

うのは、国民は今どこに一番関心があるのか。これからはスピード時代だから、おそらく

１年、２年ごとに変わっていくと思います。 

 今は、マンションを買うとき、何を中心にして買ったらいいのかな、住宅を建てるとき、

どうしたらいいのかな、そういうようなことだと思うし、あるいは、最近、僕は国際関係

論で学生たちを教えていたら、ドイツと日本の都市の景観の違いみたいなことを論文に書

いてきた子もいました。ドイツを見てみたら、ああ、ドイツってまちづくりがきれいだな

と彼女は彼女なりに思ったんでしょうね。それに比べて日本はどうなのかということを感

じて、そこから問題意識で論文を書いているわけです。だけども、彼女は研究目的だった
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から論文にしたけれども、日本人は年間に何百万という人が海外へ行っていて、まさに世

界中を見て回っていると、国民意識の中に、景観がどうなのか、ドイツはいいな、イタリ

アはいいな、それに対して日本はどうなのかな、途上国だってこういうところがいいじゃ

ないかというようなことを考えていると思います。それがあるときにダーンと出てくるん

ですよ。だから、そういうものが今は国民の中のエネルギーにだんだん充満してきている

んですよ。そういうのをとらえることが時代をとらえるということであり、感性をとらえ

るということなんだろうと僕は思います。 

【委員】  まあ、いろいろサジェスチョンされていましたけれども。 

【事務局】  フォーマットがこういう形になっているんであれなんですけれども、これ

が固まった時点で、これをどうわかりやすく説明していくか。その段階で、今ご指摘いた

だいたことを十分考慮しながら、インプレッシブなブレゼンテーションにしていきたいと

考えております。 

【委員】  一言だけ言うと、今までの書き方を全部変えたほうがいいですね。もう全く

革命的な書き方をしたほうがいいですよ。こんな、今までと同じような、１０年、２０年

一日のごとく、こういう書き方、やめたほうがいいですよ。もっと民間なんかの広報宣伝

だとか、どういうプレゼンテーションをしているか。いろいろな会社概要を全部見てみて、

何が魅力的なのか。これじゃあ、読まないですよ、はっきり言うと。僕はしょうがなくて

読んでいるんですよ、これ、委員だから。 

【事務局】  計画そのものは、書きぶりを法律で決められているといったこともありま

して、まるっきり変えるというのは難しいんですけど、別途、パンフレットでありますと

かホームページ、そういった媒体の世界でもっとアピールできるようなものを工夫してい

くということが大事かと思っております。 

【委員】  いや、そういうふうにしないと、この研究所がなくなりますよということを

言っているの、僕は。 

【事務局】  項目については、申しわけないんですけど、通則法で決まっております。

各項目、こういうのを目標として指示せいと。ただ、今、先生がおっしゃったように、例

えば今の別表１の書きぶり、先ほど先生のほうからお話があった、今１８の課題をまとめ

ていますが、この出てきた背景ですとか、力の入れ方、あるいは、今、先生がおっしゃっ

た、想定していないものも出てくる可能性があります。それに対する研究所としてのもの

の考え方、こういうものを例えば前段に強烈にうたい込むと。そうような、例えば別表１
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の中に、今、先生がおっしゃったようなお話を強烈に取り込むというような工夫は、今日

のご意見をいただきまして、研究所とともに整理させていただければというふうに考えて

おります。貴重なご提言、ありがとうございます。 

【委員】  別表、ホームページ、それはいいんですよ。 

【委員】  別表１というのは、フォーマットは決まっていないんですね。 

【事務局】  決まっておりません。 

【委員】  これをもっとわかりやすく書いたほうがいいですよ。マンションを買うとき

は、音はこういうふうに５段階に分かれていますよとか、耐震技術は３段階に分かれてい

ますよとかね。 

【事務局】  表へ出ていくとき、また研究所と整理しますが、この別表１のものの考え

方と、具体に何に力を入れるかというのがやはり一番大きな課題だと思いますので、ここ

で、今先生がおっしゃられた考え方がちゃんと明らかになるような工夫をさせていただき

ますので。 

【委員】  僕らは、本とか論文を読むときに、一番最初は、やっぱり「はじめに」とい

うのと、「おわりに」というのを読むんですよ。「はじめに」というところに、ああ、この

人はどういう問題意識なのかな、それで、この本はおもしろいかな、つまらないかな、そ

の後、目次を見るんですよ。この「はじめに」というところの問題意識がつまらなかった

ら読まないんですよ、はっきり言うと。だから、最初は、本というのは、「はじめに」と、

目次と、そして最後にどんな結論を出しているか、そこのところを見て、本当におもしろ

かったら中身を読もうと思うわけですよね。だから、そこのところをやっぱりきちんと考

えたほうがいいと思います。 

【委員】  ここの説明資料をもうちょっと説明していただけますね。これは私が事前に

少し注文をつけまして。重点課題と言うんだけれども、今のご指摘もそうだろうけど、ぱ

っと見ると総花的に見えるんですよね。これが重点課題というときは、重点以外の課題は

何だと聞きたくなるというね。外枠の話があって、うちはこれをやるんだよというような

パンチをきかせていただければ、今のようなご指摘にも僕はこたえられるんだろうと思い

ますけどね。何でこれが重点課題なのかというのがわからないんですよ。 

【事務局】  重点以外にしたものということですね。 

【委員】  そう。何かそういうスコープがあってね。極端に言えば、ア）、イ）、ウ）、エ）

があるんだけど、この５年間はア）しかやらないと言ったら、これはすごいパンチがきき
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ますよね。それは例であって、そんなことをしろとは言わないけど、そういうプレゼンテ

ーションがないとわかりにくいと、僕もそう思いますね。１つずつ読むと、一生懸命考え

られているってわかるんですよ。例えばエ）の２番目なんていうのは、かなり今ご指摘の

ようなことをやる気があるのかな、やらなきゃいけないなと思っているなというのは想像

がつきますけどね。どうぞ。 

【事務局】  どうせ書いてあると言うだろうと言われたので言いにくうございますが、

少し補足をさせていただいてよろしゅうございますか。 

【委員】  まあ、言ってくださいよ。 

【委員】  大体読んだからわかりますけどね。 

【事務局】  まず、今日資料に直接書いてある部分としては、基本方針の第３のところ

に書かせていただいておりますが、今ご指摘ありました民とか、社会とのかかわりで、私

どもは、今回改めていろいろ検討しまして、先ほどご指摘がありましたように、私どもは、

個々の技術を開発するということ自体よりも、その技術を総合的に安全だとか、総合的性

能を高らしめていくという公的機関としての役割、あるいは、そういう技術の評価ですと

か試験方法、そういうものを明確にすることによって、国民の皆様に、なるほど安心だと

か、ここは優れているけど、ここは並だなということがわかるような技術を用意していく。

あるいは、一般社会にそういうことをよりわかりやすく、現場の末端まで伝えていただく

ための各種マニュアルを整備していく、こういうようなことが公的機関たる建研としての

重要な役割ではないかということを、私どもなりに整理したのをこの基本方針に文字で、

若干言葉は足らないかもしれませんが、整理をさせていただきました。 

 そういう中で、具体的に研究が、今、社会でいろいろ問題になるような点を、どういう

ふうに捉えているのかという点を何点か、代表的な思いの部分をご紹介させてください。 

 先ほど一覧表ということで、参考資料４－２は駆け足で申し上げましたが、例えば安全・

安心のところは、先ほど申し上げましたように、従来は建物が壊れない、それによって中

に住んでいる方が亡くならない、こういうことを視点にしておりまして、いわゆる新耐震

というような形で安全度を高めてきたんですが、社会がどんどん複雑化、高度化する中で、

例えば超高層が一旦壊れると、全部もう直せない。そういうことが社会的にも大混乱を招

くんじゃないかということで、もうワンランク上の修復性ですとか、そういうことを確保

する技術をこれからチャレンジしていきたいというのが大規模地震関係の２番に入ってご

ざいます。これはかなり思いを込めてやらせていただきました。 



 -30-

 それから、次のページの中小規模地震のところでは、建物本体の安全技術は、最新のも

のはかなり進んできていると思っておりますが、新潟地震、あるいは宮城沖地震等で体育

館の天井が落下するとか、プールの天井が落下するという、建物全体は壊れないが、部分

が壊れて亡くなるというような事件が起きましたので、さらにそのあたりは、今、先生か

らご指摘がありましたように、だれが設計したんだ、だれが工事したんだという問題も常

に伴うものですから、中小規模の地震云々のところには、生産プロセスの課題も踏まえた

研究開発をしたいと。だれが設計して、だれが施工して、だれの責任でそれを行っている

かということも、もう一度現場に入って分析しながら、それを技術として、あるいはマニ

ュアルとして整備していくように持っていきたいという思いを込めさせていただきました。 

 それから、次の防犯、建築内事故等につきましては、都市の防犯、まちづくりとしての

防犯対策、あるいは建築物の中のお風呂で老人がいろいろ事故を起こすといったことは、

なかなか従来の行政では取り組み難い分野ではございましたが、何とかそこへ道筋をつけ

るほうに貢献できないかということで、ぜひ取り上げようということで、やらせていただ

きました。 

 それから、今、先生からご指摘があった関連で、３ページのウ）社会の構造変化に対応

する建築・都市の再構築に関しましては、これもご指摘ございましたように、まさしくこ

れから人口が減る時代だと。社会が前提しているいろいろなスキーム、システムが変わる

可能性があるんじゃないか。これもまだ私どもがきっちりと答えの見通しを今語ることは

できかねますが、社会が従来、いろいろなシステムが前提としていたものが変わる可能性

がある中で、何が必要かということを、これは行政でもお考えだと思いますが、いろいろ

連携しながら、あるいはそういうことに貢献できるような研究を進めていくということで、

新たに力を込めて取り組もうとしたものでございます。 

 それから、次のページをご覧いただきますと、４ページですが、全体としては、建築生

産の合理化、あるいは消費者選択の支援と書いてございますが、１番のＩＣタグは、社会

の制度ですとか、いろいろな資格者に依存する部分が当然残るんですけれども、何とかそ

のＩＣタグ等で、常に実際の物とか、現場とか、材料とかを一定の確認をする、そういう

ことで革新的なことができないかということを取り上げたい。特にこの部分は、情報機器

を扱う意味でも、ルールを社会的共有化しないと動かないものですから、そういうルール

づくりのところは公的機関としてぜひ貢献したいと思っております。 

 そうしたルールづくりのベースにおいて、次に書いてございます各種データベース、あ
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るいは消費者のための情報提供システム、これは、今、先生からもご指摘がありました品

確法等ございますが、それらをさらに消費者への情報提供の仕組み、あるいはいろいろな

方々を介在させながらになろうと思いますが、新しい時代の情報提供方策というものを、

新しい情報化技術なども使いながらやるということで、力を込めていきたいというふうに

入れたものでございます。 

 文章にしますと、もう少し的が大きいように書いてあるとは思いますが、私どもの思い

の一端を紹介させていただきました。そうしたことが、抽象的で申しわけありませんでし

たが、ざっと委員長からご指摘いただきましたように、いろいろな社会性の目、あるいは

民間との役割分担、公的機関としての役割、スクリーニングといいますか、そういう過程

で検討した成果でございますので、今後ますますそういったことをきちっとプレゼンテー

ションするとともに、きちっとした成果を出すように努めていきたいと考えているところ

でございます。 

【委員】  僕が見た中で、これが一番おもしろいですよ。この重点課題というのはね。 

【委員】  目標ときて、計画ときて、別表ぐらいになるとイメージがわいてくるんです

よね。 

【委員】  だから、この別表をもっとわかりやすく、絵も入れてきちんと書く。これが

やっぱり最初にこないとおかしいんですよ。このマトリックスはだれでも書けるんだから。

こんなのはもうどこのシンクタンクでも書くやつで、これ見たって何の感動もないですね。

僕は、これを読んで、ほんと、感動がないんだよね。読んで、ああそうか、これから建築

とかそういうのはそういうふうになっていくのかって、読んだ人がやっぱり思い入れを持

って、何となく、ああそうか、そうなるといい世の中になるかもしれないなという、そう

いうプレゼンテーションにしてほしいんですよね。 

【委員】  いかがですか。 

【委員】  確かに研究課題なんでなかなか書きぶりは難しいんだろうなとは思うんです

けれども、今ご説明があって、それで、なるほど、そういう思いを込めていらっしゃるん

だなということがわかるというふうにならないで、すぐ読んだらわかってというふうに、

ちょっと工夫をしていただいたらよろしいのかなと私も思います。 

 率直なところは、研究課題ということなので、書き方は難しい。非常に抽象化しなきゃ

いけない面もあるんだろうとは思うんですけれども、片や、やっぱりこれを読むのが、だ

れにこの情報が発せられているのかということを考えたときに、読んだ人がやっぱりわか
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るという形にならなきゃいけないので、例えば４ページのところの高度情報化技術の利活

用というような言い方が書かれているんですけど、最初見たとき、利活用って何を意味し

ているのかなというようなこともありますので、もうちょっとその書き方について工夫を

していただいたら、今、建築研究所のほうでお考えになっている現状起こっていることと、

これからやろうと思っていらっしゃる思いというのが、もうちょっとビジュアルになるん

じゃないかなと。それは、ほんと、私も全く同感ですね。 

【委員】  私は、わりとこういうものを見なれているといいますか、非常によくお書き

になったなと。そういう意味では、ちょっと見なれ過ぎているようなところもあるんです

けれども、私は大変よくつくられたなというのがまず初めの印象です。 

 ただ、ほかの先生方もおっしゃっていましたように、社会の変化に対する機動的な対応

というんですか、この辺のところは、確かに３ページに書かれて、私も事前説明のときに

質問したんですけれども、機動的な対応、その重点化ということと硬直化というのがあっ

て、それと機動性というのがトレードオフになるんじゃないかというか、ちょっと心配だ

ったんです。その辺のところは、３ページにもちゃんと書かれていますし、あと、７０％

というのも、中期目標では、総研究費と言っても、外部資金は除くものなんですよね。で

すから、そういう意味でも、機動性のようなものもある程度は担保されているのかなと思

います。 

 私の大学も独立行政法人になりましたので、そういう意味では、よく時代の要請という

のはわかって、だんだん厳しくなってきているというところじゃないかなと思うんですけ

れども、その一方で、やっぱり研究所というのはある程度フレキシブルでなければいけな

いと思いますので、中期目標とか、こういう縛りがきつくなってきて、それにある程度対

応していかなきゃならないという現実はあると思うんですね。でも、それだけに縛られる

ことなく、創造的な活動をする余地というものを残していっていただきたいなというふう

には、それはほかの先生方と思いは同じだと思います。 

 以上です。 

【委員】  先ほどの議論と絡んで、少しお話しさせていただきたいと思います。１つは、

こちらの次期中期目標の中に、科学技術基本計画と、それから国交省の科学技術基本計画

が横並びで出ております。資料４の２ページです。 

【委員】  参考資料の４－１ですね。４にもあるかな。 

【委員】  資料４にもあります。 
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【委員】  ありますね。目標に入っています。 

【委員】  実は、国土交通省の技術基本計画をつくるときに、大変困ったというか、い

ろいろ工夫が必要であると言うことになりました。というのは、科学技術基本計画という

のは、まさに先端技術ということで、ナノとか、バイオとか、そういう名前が目白押しに

出てきて、そうでない分野がその中に首を出すということが大変難しい状況がありました。

そこで、国交省の技術委員会の議論の中で「社会的技術」という言葉を使いました。我々

は社会的技術を追求しているのであって、先ほど若干議論に出ましたけど、既存技術を使

いながら、国民・社会が要請しているところにしっかり対応していくこと、それもある意

味での先端的な技術である。複合的に様々な技術を寄せ集めて、社会のニーズにしっかり

対応していくことも新しい先端的技術だというように申し上げていて、そのことは、逆に

解釈すると、バイオとか何とかいうそういう先端的な技術と違って、我々の技術は、そう

いう国民なり社会のニーズをしっかり受け留めたところに生まれる技術だという思いがあ

ったからです。そういう意味で考えていくと、先ほどの議論にあった部分行き着くのだろ

うと思うんです。そのことを、できればぜひ最初のほうに書き込んでいただきたいのです。

我々が苦労して科学技術基本計画作成の場で国交省が一生懸命説明したはずなんですが、

そういう説明していることをしっかり受けとめて、この中に書きとめていただけないかな

というのが１つ要望であります。 

 そういうふうに書いていくと、実は個々の先端的な技術を追求するという側面も場合に

よっては一、二あるかもしれないけれども、この研究所はまさに国民・社会の現在のニー

ズを受けとめて、あるいは、将来、社会で起こるであろうニーズをあらかじめ予見して新

しい技術をつくっていくか、まとめ上げていくかということに使命がある。その使命を重

点化したやつを解いていくと、こういう課題がありますという、そういう説明がおそらく

重要ではないかと思います。 

 例えば、都市の議論で、参考資料４－２の３ページに、社会の構造変化に対応する建築・

都市の再構築を推進する研究開発があります。最初に、人口減少・少子高齢化社会があり、

これからおそらく進むであろう社会の有りようをある程度予見しながら、こういうことを

研究するということですが、この中に、２ページの左上にある防犯とか、特に防災、ある

いは防犯、防災の技術が実は入っていかないといけない部分が出てくる。それはなぜかと

いうと、地方公共団体に、今、地域社会で非常に困っているものは何か挙げていただくと、

そのうちの上位のほうに必ず空き地、空き家が増えて、防犯、それから防災、空き家に火
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をつけられて火災が起きること、そのことを非常に不安に思っている地方公共団体が多い。 

 そうすると、人口減少で郊外の密度低下地区の整備、運営手法という議論の中に、実は

そういう非常に切迫した危機感のようなものを持っている地方公共団体の首長に答えるこ

とがここに入っているんです。そういうことも含めてこの研究は成り立っているんですと

いうことを説明すること、そのことが実は重要なはずですよね。だから、そういう説明を

どうするかということを、ぜひ、いい種がそろっていると思うので、試みてほしいという

のが第１点でございます。 

 それから、第２点は、今回の計画の中で、研究者の業績評価システム、これはそれぞれ

必要だからやるということなのでしょうけど、建研で何のためにやるかというのがもう一

つ伝わってこないんですよね。例えば、大学でやっているのは、確かに業績評価で、それ

を給与やなんかに反映するという点も１つありますけど、それはあまり大きな反映の仕組

みではなくて、例えば我々はベストティーチャー賞というのを設けています。その中で、

学生に対しての講義の中で教育に関するサービスをどこまで、どういう形でやっているか、

それが効果を上げているかということを書いてもらっている。それが学生にとっては非常

にいい教え方をしている場合５人ぐらいのベストティーチャーを選んで、翌年度は研究費

をかなり増額してそこに与えるというようなことをやっている。これは大学だからそうい

うことをやっているわけですけど、建研ではこういう業績評価をしています。それをどの

ように生かして、研究者がより研究にインセンティブを持つような、そういう仕組みに生

かしていくかということをお考えいただくことが必要ではないか。 

 あわせて、こういうテーマを挙げていますけれども、こういうテーマに対応して、現在

の建研の研究員が、どの部分を、どういう形で担えて、外部と一緒にやるとこういう成果

が上がるというような、こういうプロジェクトマターの議論が幾つか例示的に示されてい

るともっといいなと思いました。我々、外部資金を獲得するとき、必ずそういうことをや

るわけです。我々の大学の中で、こういう人間はこういう研究をやっていて、ここに対応

する。しかし、足りない部分がある。それは外部からこういう方を呼んできて一緒に研究

をやるという、そういう外部資金獲得のためのペーパーを年中出させられて、今日もそれ

を出してきたのですけど、そういう仕組みをぜひこの中でとる。その一手段が研究者業績

評価システムではないかと思っております。 

 以上です。 

【事務局】  今おっしゃっていただいた目標の科学技術基本計画、あるいは国交省の技
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術基本計画、これは先生にご指摘いただいて、先生にもお世話になりました。私どもとし

ては、国交省全体、これは土研も建研も含めて、社会的な技術を担っているものと。これ

は先ほど来ご議論がある社会・国民のニーズに沿った技術開発を進めて、それを社会にす

ぐ還元することが必要だろう。そういう使命を持った集団である。科学技術基本計画の中

にも、そういう記載がなされていくやに聞いております。 

 ここで、気持ちは込めたんですが、先生がおっしゃっていただいたように、少し社会的

な技術という言葉も抜けておりますので、ここは目標を少し強化させていただきますので、

それで、先ほど来のご意見のございました趣旨も明確にここで示させていただくというふ

うにさせていただきますので、ここは少し記載を変えさせていただきます。 

【委員】  多分、その辺、よろしいでしょうね。大分前ですけど、この議論があったと

きに、最初のころは科学技術基本計画という言葉すらなかったもので、少しそれとの関連

を書いたほうがいいでしょうということを私も申し上げたんですが、これはいいか悪いっ

てちょっと難しいところで、今、ご意見があったように、科学技術基本計画は、とにかく

４分野重点と。これはまさに重点というので、建研なんて置き去りになっているかに見え

るのでございましてね。私なんかも、それではまずいなんていうので、文科省の関係でち

ょっと関係してまいりましたけれども、おっしゃったように、２０年ぐらい前、大学なん

かの議論でございますけど、ニーズの研究しかないじゃないか。シーズを大事にせいとい

うような勢いがずっとあったんですが、そっちに走り過ぎちゃって、少なくとも、この前

の科学技術基本計画はニーズということは一切書いていません。その辺だと、防災の分野

とか、今の社会資本の関係というのは、何もせんでもいいのではないか。極端に言うと、

完成された部分だからほっておけばよろしいと。これからノーベル賞をとるんだってちょ

っと悪口言うと、関係の方が後ろのほうにいらっしゃるのかな。ノーベル賞を何人出すか

というので、科学技術基本計画のトーンができ上がっちゃって、えらい苦労した時期もご

ざいましたが、最近はやっぱりニーズというものに立脚したものへ、もう一度ある部分戻

らなきゃいけないという反省が大分出てきているようでございますし、科学技術会議のほ

うの先生方と議論しても、その辺は大分ご理解いただいているようでございますから、そ

れが直ちに研究費に直接結びつくところまでは、なかなか難しいところがあるかと思いま

す。 

 だから、やっぱり、その中でのこういう部分であるというのははっきりさせて、特にそ

っちに重点を置くんだというふうに書き分けたほうがいいでしょうね。科学技術基本計画
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に基づいてやっているんだと言ったら、そんなことやれと書いてないぞと言われるだけに

なるかもしれない。その辺のところを入れていただくのはいいことだと思います。 

 国交省のほうはしっかり書かれているんです。私、申しわけないです、これ、あんまり

最近読みこなしていないもので、中身を十分は理解していないんですが。 

【事務局】  書き込んであります。 

【委員】  そうですね。 

【事務局】  あと、先ほどお話がありました業績評価ですか、これは研究者自身が自分

の研究を今後どう進めるかとか、そういうものに使っていくということを第１に考えてお

りますし、あと、それによる研究費の増額とか、そのあたりはあるかと思っております。

まだ素案的なものしかできておりませんが、来年度から実行していきたいと考えておりま

す。 

 それから、共同研究とか、外とうまく組んで、連携してという研究の進め方ですが、こ

れは先ほど申し上げたように、別表１のほとんどはそういう形で進めていこうと考えてお

ります。課題によっては、建築研究所の中に人材が必ずしも十分でない課題もあるんです

けれども、それは外の先生方とかに期待して、チームとして組んで、連携してやっていき

たいと考えている課題でございます。ほとんどそういう形で進めると思います。よろしく

お願いしたいと思います。 

【委員】  結局は、そういうことをどこかで若い人に表現しておいたらいいのかなと思

います。研究所の中で閉じてこういう全体研究をやるのではなくて。 

【事務局】  どこかに書いてある。 

【委員】  どこかに書いてあるかもしれませんが。 

【事務局】  共同研究のところですね。それに書いてありますが、共同研究とこの課題

が結びついているかというところは書いてないですね。 

【事務局】  参考資料４－１の２ページ目です。第二にというところの最後のところに、

さっきちょっと説明は飛ばしましたけれども、その実施の仕方について、共同研究、連携

を図るということを、一応表記だけはさせていただいていまして。 

【委員】  目標のほうですか、計画のほうですか。 

【事務局】  計画のほうです。 

【委員】  計画のほうね。 

【事務局】  はい。参考資料４－１の２ページ。 
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【委員】  そういうことが目標のほうでは読めるのか。 

【事務局】  そこまでは踏み込んでないかもしれません。 

【委員】  そうですね。まあ、先生方も、国の方針で、いろいろフォーマットが決まっ

ている中で、いろいろ苦労して、やりたいことを詰め込まれているんだけど、まだパンチ

がきいてないと。もうちょっとアピールするような表現の仕方がないかという工夫を、も

う一度していただくということかと思いますけれども。 

こんなこともやったほうが良いというようなこともございましたら、内容としていかがで

ございましょうか。 

【事務局】  １点ちょっと追加で。先ほどご指摘がありました、例えば人口減少のまち

づくりと防犯のことを結びつけてというご指摘がありました。今のところ、私どもが考え

ておりますのは、それぞれのテーマで研究チームを、私どもの内部の組織で横断的に研究

チームをつくって、ここに研究リーダーを置く。そういうのが、今の人口減少社会と防犯

がありますと。こちらの研究リーダーはこちらのチーム員になり、こちらの研究リーダー

はこちらのチーム員になるというような、相互乗り入れしたチームができ上がることによ

って、一義的な調整はしていきたいと思っております。実際、今そういう準備をしており

ます。当然、理事長以下私どもで全体の状況把握を適宜行うということはもちろんでござ

いますが、基本的に、今、プロジェクトチーム方式で、相互乗り入れ型といいますか、そ

ういう形でやろうと考えております。まだ確定はしておりませんが、およそそんな感じで

やりたいと思っています。 

【委員】  ちょっとすみません。大きなところで、国民保護法下におけるセキュリティ

ー、それに都市・建築はどうあるべきか。これは結構大きな要請が、多分建研なんかでも

話題に上っていると思うんですけど、その辺はどういうふうに取り上げていかれるおつも

りでしょうか。 

【事務局】  保護法？ 

【委員】  いや、国民保護法。それで、危機管理とか防災、結構やっていますよね。総

理府だけれども。だけど、都市構成というのは、それにもろに暴露されちゃうエリアだか

ら、それについてはどういうふうに考えていったらいいのか。これも５年後かもしれない

けど、ここ５年の間に相当ベースのところをしっかりやっておかないと、国交省は何やっ

ているんだなんて言われる可能性がある。消防のほうは、言われちゃったものだから、組

織替えとか盛大にやりまして、これからは火消しじゃないというような、それはちょっと
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極論だけれども、伝統的なそのところをかなぐり捨てるような必要性も出てきたなという

議論がありますよね。それで、救命救急というところをもうちょっとやらなきゃなんて。

そういう意味で言うと、シェルターとか、それから人命の存続のために都市はどうあるべ

きかとかいうようなところ、これから結構厳しいと思いますね。 

【事務局】  テロなどへの対応ですね。 

【委員】  テロもありますし。 

【事務局】  北朝鮮の話もね。 

【委員】  バイオもありますし。 

【委員】  科学技術基本計画の安全・安心というのは、どっちかというと、そういう側

面をすごく意識しているんですよね。その言葉だけいただいて、ああ、これは地震、防災

の話を重点化してくれるんだなと思ったら実は大間違いなんですよね。あれに書いてある

中身の背景は、今おっしゃったようなことがかなり頭にあってね。 

【委員】  今までは、大地震が来るという情報は公開しなかったわけでしょう。そうい

うことをすれば土地が下がるし、無用な混乱を起こすということで、なるべく公開しない

ようにしていたというのが、ここ１０年ぐらいで変わってきて、東京直下型地震が来ると、

どのぐらいの人が死ぬとか、いろいろなことが出てきているわけですよね。それはもうみ

んな見るとびっくりするわけでしょう。だって、震度５強以上かなんか来ると、もう橋や

なんかが壊れて、地震学者に言わせれば、もう公開シンポジウムでもやっていますよね。

環七と環八、それから環六と環七に住んでいる人たちは、もう逃げられませんよと言って

いるわけですね。３,０００万人が帰宅不能になるというわけでしょう。だから、３日間は

自分で生きてくださいと、こう言っているわけですよ。そういうことを準備してください

と言っているわけです。それは、個人はそうかなと思うけれども、多分阪神大震災のとき

だって、ああいうふうになれば、一体、都市の構造はどうだとか、そういうことが問題に

なってくるわけです。だから、それは単に消防のベースだとか、あるいは個人の心構えの

ベースだとか、いろいろなところで言われるけれども、やっぱり都市設計のあり方だとか、

土木の構造のあり方だとか、おそらくいろいろなところからそういう議論が出てくるんじ

ゃないか。そうすると、どこのところは出ているけれども、建築とか、土木とか、そうい

うところではあまり提案がないなというふうになるということだってあると思うんです。 

 だから、長期テーマというのは、少子高齢化とか、安全・安心とか、環境とか、気候変

動とか、そういうのがあって、これが５年なのか、１０年なのか、ちょっとわかりません
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けれども、そういう中で、やっぱり短期的な、あるいは二、三年のテーマもあるわけです。

去年なんか夏が暑かったからヒートアイランドなんていうのがすごく話題になったけれど

も、この冬、こんな寒いと、もうヒートアイランドのことは忘れちゃうわけでしょう。で

も、これは３年か５年の間の大きなテーマなわけですよね。だから、偽装マンションなん

て、絶対そんなことないと思っていたのが出てくると、突然それが大きな問題になってく

るし、おそらくこの問題は相当続くと思います。 

 だから、去年は津波があったら津波の話が随分話題になったけれども、ここ三、四年な

ければ津波の話は多分忘れちゃうかもしれない。つまり、そういう大きな時代の流れと、

しかしながら、１年とか３年ぐらいに短期的に頻発するような話とか、いろいろなことを

種分けて、我々がどう考えるかということが、時代の流れをつかむということであるし、

感性だと思うんです。政府というのは、そういう感性が決してあるとは思えないから、民

間のほうがあるから、民間はそうやって活性化してきたわけですよね。だから、そういう

ことをぜひ考えてもらいたいなという感じなんです。 

【委員】  よろしいでしょうか。 

 一応３時までですか、時間が大分迫ってまいりましたけど、一番最初のころ、ちょっと

説明しましたように、タイムスケジュールから言うと、目標を決めて、それに従って計画

をつくって、それから、その計画に従った資料４－２のような、具体的に資料をつくって

固めていかなきゃいけないんでございますが、中期目標については、大分時間が迫って、

早く決めなきゃいけないということでございますのと、それから、比較的フォーマットが

厳しくなっていて、なかなかそう自由にはこれは多分つくれないという部分もございます

ので、今日先生方にいただいたご意見を、できる範囲で、目標の中、書き直しのほうへ、

パンチをきかす方向でもう一度つくり直すということで、その結果、時間があまりござい

ませんので、先生方にこれはメールでご意見をいただくことはできますね。それをしてい

ただいて、最終的には、私のほうにこれにつきましてはご一任いただくという方向でお認

めいただけませんでしょうか。 

 それから、中期計画につきまして、あるいは別表１に絡むような、もう少し具体的な中

身につきましては、３月にまたもう一回時間をいただいて、ちょうど１カ月後ですね、時

間をいただいておりますので、そこで中身につきましてももう一度しっかりご議論いただ

くというような時間がございますので、今日はまだ計画その他につきましては終わりとい

うことにはいかないかと思いますので、そんな取り扱いということで今日は終わらせてい
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ただければと思いますが、いかがでございましょうか。１回ぐらいはメールでぱっと、ど

んな資料を送れるか。どんなふうにされますか。 

【事務局】  今の新旧対照になっている中期目標に関しましては、新旧対照になってい

るものを修正させていただいて。 

【委員】  ４の資料ですね。 

【事務局】  ええ。資料４を修正させていただいて。 

【委員】  資料４を修文して。 

【事務局】  はい。修正部分をわかるようにさせていただいて、送らさせていただきま

す。 

【委員】  そうですね。これを送っていただいて、ご意見いただいたのをあれしていた

だいて、最後、私、見せていただきますので、できるだけパンチをきかせて、四、五年で

つぶされるという予測が外れるような努力をもうちょっとしたいと思いますけれども、よ

ろしゅうございますか。 

 では、そんなことで今日は終わりにさせていただきたいと思いますが、事務局のほう、

何かございましたら、そちらにお返しいたしますが。 

【事務局】  中期目標につきましては、今の分科会長が確認いただきました方法で進め

させていただきたいと思います。場合によりまして、財務省等の協議を並行してやる場合

があるかと思いますので、その辺、ご意見をちょうだいした後、一任いただいた後に進め

させていただければと思っております。 

 それから、中期計画のほうにつきましては、次回の分科会３月６日の月曜日、１３時か

ら１５時まで予定しております。またこの会場ということでございます。よろしくお願い

したいと思います。 

【委員】  もう場所は決まっているんでしょう。 

【事務局】  この同じ場所でございます。 

 あと、本日の資料については、公表ということになっておりまして、議事録、議事要旨

につきまして、事務局で作成し、各委員のほうに確認をさせていただきますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 それから、配付資料は、後ほど郵送させていただきますので、置いていっていただけれ

ばと思います。 

 以上でございます。 
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 では、これで国土交通省独立行政法人評価委員会建築研究所分科会を閉会いたします。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

――了―― 

 


